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○
県
・
市
へ
の
寄
附
金（
ふ
る
さ
と
納
税
）

５
千
円
を
超
え
る
分
は
、
市
・
県
民
税
所
得

割
額
の
お
お
む
ね
１
割
を
上
限
に
、
所
得
税
と

合
わ
せ
て
全
額
が
控
除
さ
れ
ま
す
。

○
都
道
府
県
・
市
町
村
が
条
例
で
指
定
し
た
団

体
な
ど
へ
の
寄
附
金

都
道
府
県
・
市
町
村
が
条
例
で
定
め
る
団
体

な
ど
に
寄
附
し
た
と
き
は
、
市
・
県
民
税
の
寄

附
金
税
額
控
除
の
対
象
に
な
り
ま
す
。

５
千
円
を
超
え
る
分
は
、
市
民
税
６
％
、
県

民
税
４
％
が
税
額
控
除
で
控
除
さ
れ
ま
す
。

な
お
、
住
所
の
あ
る
都
道
府
県
共
同
募
金
会

や
日
本
赤
十
字
社
支
部
へ
の
寄
附
金
は
、
こ
れ

ま
で
ど
お
り
全
国
の
都
道
府
県
・
市
町
村
で
寄

附
金
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

用
語
解
説

市
・
県
民
税

前
年
中
の
所
得
金
額
に
基
づ
き
納
め
て
い

た
だ
く
地
方
税
で
、
均
等
割
と
所
得
割
と

の
合
計
額
で
計
算
し
ま
す
。
住
民
税
と
も

言
い
ま
す
。

※
就
職
し
た
年
は
、
前
年
に
所
得
が
無
け
れ

ば
市
・
県
民
税
は
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
が
、

退
職
し
た
年
は
、
現
時
点
で
所
得
が
無
く

な
っ
た
場
合
で
も
、
前
年
の
所
得
金
額
に

基
づ
い
て
市
・
県
民
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

均
等
割

行
政
施
策
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
、
広

く
均
等
に
市
民
の
か
た
に
負
担
し
て
い
た

だ
く
趣
旨
で
設
け
ら
れ
て
い
る
も
の
で
、

前
年
中
の
所
得
金
額
が
一
定
以
上
の
か
た

に
負
担
し
て
い
た
だ
く
税
金
で
す
。

所
得
割

前
年
の
所
得
金
額
に
基
づ
い
て
算
出
す
る

税
金
で
す
。
所
得
税
を
基
準
に
所
得
金
額

を
求
め
ま
す
が
、
控
除
額
は
所
得
税
と
異

な
っ
て
い
ま
す
。

普
通
徴
収

市
・
県
民
税
を
６
月
、
８
月
、
10
月
、
翌

年
１
月
の
年
４
回
、
納
付
書
ま
た
は
口
座

振
替
で
納
付
す
る
方
法
で
す
。

特
別
徴
収

給
与
所
得
者
や
年
金
受
給
者
が
対
象
で
す
。

給
与
所
得
者
の
場
合
、
事
業
所
が
市
・
県

民
税
を
毎
月
の
給
料
か
ら
引
き
落
と
し
て

市
に
納
付
す
る
方
法
で
す
。
６
月
か
ら
翌

年
５
月
ま
で
の
12
回
で
全
額
納
付
し
ま
す
。

年
金
受
給
者
の
場
合
は
、
今
年
は
６
月
と

８
月
は
普
通
徴
収
で
納
付
し
て
い
た
だ
き
、

10
月
・
12
月
・
翌
年
２
月
は
年
金
か
ら
引

き
落
と
し
さ
れ
ま
す
。

大館市への寄附を希望されるかたは、企画調整課までお問い合せください。 149－7027問

■新たに公的年金から引き落とされるかたの徴収方法（平成21年度以降） 
初年度（初めて引き落としされる年度。21年度は対象者すべてがこの方法です） 

◎年度の前半　年税額の４分の１ずつを、普通徴収の第１期・第２期の納付期限までに、納付書または
　　　　　　　口座振替で納付していただきます。
◎年度の後半　年税額の６分の１ずつを、10月・12月・2月に年金から引き落とします(本徴収)。

徴収方法 

月 

徴収方法 

月 
徴 収 額  

例〔収入が公的年金のみで年税額が4万5千円、前年度２月の引き落とし額１万円の場合〕

税　　額 １万円 １万円 １万円 

徴 収 額  
年税額の 
４分の１ 

税　　額 

６　月 

１万５千円 

年税額の 
４分の１ 

８　月 

１万５千円 

年税額の 
６分の１ 

10　月

１万円 

年税額の 
６分の１ 

12　月

１万円 

年税額の 
６分の１ 

２　月

１万円 
例〔収入が公的年金のみで平成21年度の年税額(均等割と所得割の合計額)が６万円の場合〕

納付書で納める【普通徴収】 

初　　年　　度初　　年　　度 初　　年　　度 

■前年度に引き続き公的年金から引き落としされるかたの徴収方法（平成22年度以降）
２年目以降（前年度から継続して引き落としされる年度） 

◎年度の前半　前年度２月と同じ額を、４月・６月・８月に年金から引き落とします(仮徴収)。
◎年度の後半　確定した年税額から年度の前半で引き落としした分を差し引き、残りを３回に分けて
　　　　　　　10月・12月・２月に引き落とします(本徴収)。

４　月 ６　月 ８　月 
前年度２月と同じ額を徴収 

５千円 ５千円 ５千円 

10　月 12　月 ２　月 
年税額の残りを３分の１ずつ 

年金から引き落とし【特別徴収(仮徴収)】 年金から引き落とし【特別徴収(本徴収)】

２ 年 目 以 降２ 年 目 以 降  ２ 年 目 以 降  

年金から引き落とし【特別徴収(本徴収)】

■寄附金控除のモデルケース 
　大館市に寄附をしたＡさんの場合 
　　☆家族構成　本人(給与所得者)　妻、子供2人(被扶養者)

平成19年中 

給与収入　500万円 

給与所得　346万円 

　寄 附 金
１万円の場合
３万円の場合
５万円の場合
万円の場合 

所得税の軽減額 
300円 軽減 
1,300円 軽減 
2,300円 軽減 
4,800円 軽減 

平成20年中 

給与収入　500万円 

給与所得　346万円 

 
　寄 附 金

１万円の場合
３万円の場合
５万円の場合
万円の場合 

所得税と市県民税 
からの合計軽減額 
5,000円 軽減 
17,400円 軽減 
20,400円 軽減 
27,900円 軽減 

e




